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◎ 女性の主観的健康寿命について 

１ はじめに 

滋賀県の女性の平均寿命は、 「令和２年都道府県別生命表の概況」（令和４年１２月２３

日厚生労働省発表）において８８．２６年（全国２位）であり、非常に高い水準にある。 

しかしながら、主観的健康寿命は、令和元年のデータで７６．５９年（全国２４位）となって

おり、決して良い数字とは言えない状況にある。 

また、同年の「自分が健康であると自覚していない期間の平均（不健康期間）」は１１．４５

年（全国４１位）であり、「日常生活に制限のない期間の平均」の指標値は７４．４４年（全国４６

位）である。（男性は７３．４６年で全国４位） 

この平均寿命と健康寿命（指標値）の乖離については、政府の健康日本 21 においても言

及されているところであるが、このギャップの要因の可能性や意味を見出すことも含めて統

計的な解析と考察を試みた。   

 
２ 結果と考察 

(１) 「主観的健康寿命データ（経年変化）」および「不健康期間の平均と平均寿命の平均との

相関関係」から、以下のことが伺えた。 

・全国的な傾向として、主観的健康寿命は延長傾向、不健康期間は短縮傾向にある。 

・滋賀県の女性の主観的健康寿命、不健康期間の実年数およびその割合は、相対的

に良い数字とは言い難い。 

・滋賀県の女性のデータでは、「平均寿命が長いと不健康期間も長くなる」という

傾向を示す。 

・平均寿命と不健康期間との間には、中程度の正相関性がみられた。（単純相関解

析） 

 

（主観的健康寿命の経年変化） 

 平成２２年 平成２５年 平成２８年 令和元年 平均 

滋賀県女性 73.03 年 ７４．７６年 ７５．７７年 ７６．５９年 ７５．０４年 

全国順位 ３５位 ２８位 ２３位 ２４位 ２７位 

（主観的不健康期間の経年変化） 

 平成２２年 平成２５年 平成２８年 令和元年 平均 

滋賀県女性 １３.７２年 １２．５７年 １２．１４年 １１．４５年 １２．４７年 

全国順位 ４０位 ４０位 ４２位 ４１位 ４１位 

（平成２２年および平成２７年の平均寿命（０歳平均余命）の平均） 

滋賀県女性 ８７.１３年 

全国順位 ９位 
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女性：都道府県別の「平均寿命（０歳平均余命）」の平均（平成２２年・２７年）と，「自分が健康であると自

覚していない期間の平均」（不健康期間）の平均（平成２２年・２５年・２８年・令和元年）の

Correlation graph（Scatter plot） （相関係数０．３９９） 

 

 

(２) 平均寿命と主観的健康寿命の関係性について、客観的健康寿命についての報告を引

用し考察した。 

・平均寿命と客観的健康寿命の差が大きくなる傾向や要因として、「平均寿命が長い」こ

とがその要素の１つとなり得る。 

・日本の平均寿命、客観的健康寿命はともに世界一で、平均寿命と客観的健康寿命の

差について日本と世界の数字を比較すると、実年数として９．３年（１３１か国中６０位）、

差を割合で示すと 11.1％（１３１か国中３位）であり、先進国では最小である。 

また日本の「肥満率」の小ささが平均寿命と客観的健康寿命の差を小さくする要因と

して大きい。 

・「平均寿命の延伸」と「不健康期間の伸長」に、一定の相関性が存在することは想定さ

れる。 

・現行指標としての主観的健康寿命が、個別の施策効果を反映する感度に優れている

とは言えず、評価指標として運用することは適切と言い難いものの、国民・県民の「健康」

や「寿命」を総合的に反映する指標であるならば、その数字の絶対値が大であることは

重要である。 

・行政機関は、個人の健康感・ニーズが多様化・複雑化する社会に対して、どのような施

策でアプローチすべきか、継続的にその変化への対応力を求められる中で、いかに社

会へ「健康」を還元していくのかが重要である。 

 


